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育休中の社会保険料免除 要件改正 
2022年10月1⽇施⾏ 
改正健康保険法により、育休中の社会保険料免除の要件
が⾒直しとなる。現⾏制度では、「育休を開始した月から
終了⽇の翌⽇の前⽉まで」を給与にかかる社会保険料の免
除の対象としている。月末から取得して月をまたいで取得
したケースでは免除になる一方、月初から月の途中まで取
得したケースでは免除にならず、育休開始⽇による不公平
が生じている。改正法は、現⾏制度の要件に加え、同⼀の
月内で14⽇以上取得し、開始⽇と終了⽇の翌⽇が同⼀⽉
に属する場合に免除の対象とする。出生時育休における就
業日は育休取得⽇数の算定から除くが、例外的に認められ
ている育休中の⼀時的・臨時的な就労は算定から除かない。 
賞与にかかる社会保険料免除については、現⾏制度では
支払い月の末日に育休を取得していれば免除対象となる
が、改正法では支払い月の末日を含む連続した１か月超の
育休を取得した場合のみ免除の対象となる。「連続した１
か月超」は暦日で判定し、休日や出生時育休の就業日、一
時的・臨時的な就労は算定から除外しない。 
 

⼈事評価制度の整備 
売上⾼増加率に影響 定期的に⾒直しを 
中小企業庁は、2022年度版の中⼩企業⽩書で「⼈事評
価制度を導⼊する重要性」を強調した。従業員の能⼒開発
につながるほか、⼈事評価制度がある企業の⽅が、ない企
業よりも売上⾼増加率が４ポイント⾼いとのデータを⽰
した。また、外部環境等の変化に合わせて、数年に1度⾒
直しをしている企業では売上⾼増加率が12.8％と高いの
に対し、10年以上⾒直しをしていない企業では0.2％と
著しく低くなっている。頻繁に⾒直しを⾏う企業ほど売上
⾼増加率が⾼い傾向にある。 
⼈事評価制度の導⼊率は、従業員数5〜20人の企業で
4割未満、21〜50人の企業では57.2％、51〜100人の
企業では72.5％だった。従業員の仕事に対する意欲や能
⼒を引き出すためには、企業特性に合わせた⼈事評価制度
を整備することが必要であり、従業員の配置や処遇の基準
だけでなく、売上⾼増加率にも影響する。自社による運用
が難しい場合にはコンサルタント等を活用し、企業特性に
適した仕組みを定着させていくことが有益とした。 

労働時間減少 特定理由離職に 
新型コロナウィルス影響 
厚労省は2022年5月1日から新たに新型コロナウィ
ルスの影響で労働時間が減少したことが理由で離職した
労働者を特定理由離職者として取り扱う運用を始めた。 
具体的には、新型コロナウィルスの影響で事業所が休業
し、１か月以上の期間、労働時間が週20時間を下回った、
または下回るのが明らかになったことが理由で離職した
労働者を対象とする。休業手当の支払い有無は問わない。 
正当な理由のない自己都合による退職の場合、雇用保険
の基本⼿当の受給には給付制限がかかるが、特定理由離職
者の場合は、他の受給要件を満たせば、給付制限を受けず
に基本手当を受給することができる。 
 
週20時間未満 雇⽤率へ算入方針 
精神障害者等 0.5人とカウント 
従業員が一定数以上の規模の事業主は、従業員に占める
障害者の割合を「法定雇⽤率」以上にする義務がある。⺠
間企業の場合、従業員を43.5人以上雇用していれば週20
時間以上で勤務する障害者を1人以上雇用しなければな
らない。厚労省は、週20時間未満の短時間勤務者を実雇
⽤率の算定対象に加える⽅針を示した。現⾏制度では、週
30時間以上で雇用する場合には原則1人につき雇用者
「１人」とカウントし、週20時間以上30時間未満で雇
用する場合は原則「0.5人」とカウントする。（表︓2022
年5月16日労働新聞より抜粋、10時間〜20時間未満は改正案） 
 
 
 
 
 
 
 
改正案では、週10時間以上20時間未満で働く重度⾝
体障害者、重度知的障害者、精神障害者を算定対象に加え
るとし、1人につき「0.5人」とカウントする。障害の特
性により⻑時間の勤務が難しい障害者の雇⽤機会の拡⼤
を図る狙いがある。2020年度の全国のハローワークの新
規求職申込み状況によると、精神障害者による週20時間
未満の求職申込み件数は5,000件近くに達している。 
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「脱・長時間労働体質」の 

      実践マニュアル 

働き⽅改⾰の流れの中、⻑時間労働のリス
クがますます⾼まっています。企業が⻑時
間労働体質を脱するための具体的な案を紹
介します。 
 

はじめに 
⻑時間労働は、「未払い残業代問題」「過重労働による健
康被害」「従業員の離職問題」などの様々な問題に繋がり
ます。生活給としての残業代削減が労働者から歓迎されな
いケースもありますが、総合的に考えると、⻑時間労働は
リスクの⽅が⼤きいでしょう。以下、⻑時間労働体質を脱
するための具体的な案を紹介します。 
 
１.高時給×短時間で雇用する 
働き⽅の多様性が⾼まる中、「短時間で効率よく稼ぎた
い」「副業したい」というニーズが増加しています。また、
仕事と育児や趣味などを両⽴しようとする⼈の⽅が、限ら
れた時間で効率的に働こうと⼯夫する傾向があるとも言
えるかもしれません。 
 
例えば「⼤卒初任給 20万円」という基準で考えると、
その時給はおよそ1,176円（※月間労働時間170時間で
計算）ですが、その新卒社員に月間30時間残業をさせた
場合の総人件費は244,117円となります。この人件費は、
時給2,000円の有能なアルバイトを月間122時間（小規
模の会社だと社会保険にギリギリ加⼊させない程度の時
間）働かせた額と同等になります。 
 
ポイントは、「好条件の⽅がより能⼒の⾼い⼈からの応
募が⾒込めること」で、採⽤を優位に⾏いつつ、⻑時間労
働体質を変えることができる方法の１つではないでしょ
うか。 

パターン 月間労働時間 
求人市場で
の優位性 

応募者の 
属性・傾向 

新卒正社員 
月給20万円 

170時間+ 
残業30時間 

普通 
経験なし 
安定志向 

時短社員 
時給 
2,000円 

122時間 高い 
経験あり 
効率的 

 

２.「仕込み作業」を外注する 
「仕事のための準備時間＝仕込み時間」はしばしば⻑時
間労働に繋がります。その仕込み作業を本当に従業員自身
で⾏わなければならないか、定型化して外注できないかを
検討しましょう。また⻑時間労働になりがちなプレイング
マネージャーについても、指示を出すための情報収集・レ
ポート作業など、管理業務の⼀部を他の者に任せることが
できないか考える余地はあるでしょう。 
 
【仕込み作業外注の例】 

仕事の例 外注の例 

飲食業 
調理済の⾷材を仕⼊れる/仕込み
が要らないメニューに変える 

朝の掃除 清掃業者に依頼する 
⼊⼒業務 クラウドワーカーを活用する 

マネージャー業務 
各部署のレポートをまとめる作
業を他の人に任せる 

 
３.マルチタスクをやめる 
仕事の範囲が広すぎてスタッフの能⼒を超えている場
合も⻑時間労働に繋がりやすいパターンのひとつです。 
 
⻑時間労働が顕著なスタッフに対してヒアリングを⾏
い、「必ずしもその者がやらなくても良い仕事」を⾒つけ
出して他の人に割り振ってみてはどうでしょうか。仕事内
容をシンプルにすることで集中⼒を⾼め、時間短縮を⽬指
しましょう。 
 
４.有休をスケジュールに組み込む 
年次有給休暇の計画的付与などの仕組みを使って、年間
の勤務スケジュールに有給休暇を分散させ、あらかじめ組
み込む方法はいかがでしょうか。月1回の有休をスケジュ
ールに組み込むことで労働時間が年間約96時間削減でき
るうえに、有休取得率も上がります。 
 


